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土木インフラを取り巻く課題

また、就業者の年齢構成も高
齢化が進行しており、熟練技術
者の技術・技能の継承が困難と
なりつつあります。この傾向が
継続すると、平時の維持管理は
もとより、激甚化・頻発化する
災害発生時における迅速な復
旧・復興活動に大きく支障をき
たすおそれがあります。

建設業の担い手不足

自然災害の脅威
近年、気候変動の影響により風水害は激甚化・頻発化の傾向にあり、また、南海トラフ地震を

はじめとする大規模地震の発生も切迫しています。本県においてもこれまでや「鳥取県西部地震
（H12.10.6）」、「鳥取県中部地震（H28.10.21）」等といった大規模地震や、令和５年の台
風７号（8.14～17）では甚大な豪雨災害が発生するなど、風水害のリスクも以前より高い状況
にあり、自然災害の脅威は一層高まっています。
こうした自然災害の脅威に加え、インフラの老朽化による「耐力低下」が重なることで、被害

がさらに拡大することも懸念されため、ひとたび大規模災害が発生すれば、複合災害の発生等に
より、インフラの機能不全が県民の生命・財産を脅かし、災害救護活動やその後の復旧・復興の
大きな妨げになることが懸念されます。従来の耐震化の取組に加え、液状化対策や激甚化・頻発
化する風水害被害等にも備え、「機能強化」を含むインフラの維持・確保を計画的に進めること
が重要となっています。

県内の建設業における高齢化の進展・若手入職者の減少
出典：鳥取県建設分野担い手確保・育成連携協議会資料（R7.12）

鳥取県内の建設業従事者数は、公共事業費の動向と連動し、平成12年の
36,600人をピークに減少傾向にあり、令和４年には22,200人と約39%減
少しました。これは、県内の全産業と比べても減少幅が大きく、県内の建設
業従事者不足は深刻な状況と言えます。

県内の就業者の推移（左：全産業、右：建設業）
出典：鳥取県建設分野担い手確保・育成連携協議会資料（R7.12）

▲ 道路の陥没・亀裂
（三朝町）

出典：鳥取県ホームページ

▲護岸・橋梁の破損
（鳥取市佐治町）

出典：鳥取県ホームページ

土木インフラの被害状況
（左:令和5年台風第7号、右:平成28年鳥取県中部地震）
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■ 全産業：55歳以上 ■ 建設業：55歳以上
■ 全産業：29歳以下 ■ 建設業：29歳以下



・測量設計、施工監理、維持管理の過程をデジタル化
・受発注者双方でのシステム共有とデータ連携による業務効率化
・新技術の検証と導入による生産性向上の普及拡大
⇒Ｒ８年度:鳥取大学浜坂キャンパスでの３次元測量設計とＩＣＴ工事の検証

地元企業への新技術効果の理解と導入促進
受発注者双方の業務デジタル化による生産体制の革新 など

⇒Ｒ８年度:新規就労の定着、異分野との人材融合、リスキリングによる生産性向上、産業教育の充実、情報発信プラットフォームの構築 など

鳥取大学との共同研究（第３期ＳＩＰ:2023～）、土木学会との連携(2019～）

・鳥取県の建設産業はインフラ整備と機能確保により地域を支え、県内ＧＤＰ7.7％、県内就労者数7.3％を占める不可欠な産業。
・他産業や他県よりも高齢化と労働力減少が進んでいる中、「とっとり建設DX」によって働き方を刷新し、①担い手の確保・育成、
②ＩＣＴ活用した生産性向上、③先端技術活用や住民との協働 をあわせて、「ひと・まち・しごと」への新しい価値を創出し、
持続的に地域の発展を支える生産性体制を構築していく。

SIP:戦略的イノベーション創造プログラム（国プロジェクトの技術開発）

●労働環境の改善 ●技術伝承の補完
●３Ｋから新３Ｋへ魅力ある産業への転換
●企業経営の改善へのスタートアップ
●災害対応力の強化

●ニーズとシーズのマッチングした人材確保・育成
●キャリアビジョン形成による入職拡大、継続支援による早期離職の抑制
●学校、保護者等へ広く情報発信することによるイメージアップ
●リスキリングをはじめＤＸ推進する次世代の建設分野の人材育成

・産官学連携による先端技術の検証と、維持管理への導入
・住民（ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等）へ点検技術を養成（ｾﾐｴｷｽﾊﾟｰﾄ化）
・維持管理や災害復旧等をﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ分析し、皆が活用できるｼｽﾃﾑ開発
⇒Ｒ８年度:GISによる道路パトロールや災害調査に係るシステム運用

インフラ維持管理への新技術の導入促進、許認可等の業務改善
市町村との協同事業化等による維持管理業務の合理化検討
鳥取大学の地域資格「とっとり道守」によるメンテナンス技術者の養成 な

ど

●産官学連携した持続的なインフラ機能確保
●効果的な予防保全の推進（イノベーション）
●県土管理の効率化 ●地域防災力の向上

担い手確保・育成の推進 （建設分野担い手確保・育成連携協議会）H29.1.12設立

ＩＣＴを活用した建設生産性の向上 先端技術と住民協働よる効率的な維持管理

DX：デジタルトランスフォーメーション
デジタル技術を社会に浸透させ、人々の生活をより良く変革する思想およびその行動
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一元管理
災害調査

○主な登録内容
・被災概要（テキスト）
・被災状況（写真）
・被災位置（位置情報）

現場

災害調査システム 事務所・県庁
閲覧

出力

調査結果
登録

システム上で
リアルタイム共有

被災箇所表・箇所図
を自動作成及び出力

現地でタブレットに
被災状況を登録



『ICT活用工事』の試行・取組状況
 平成29年度から県工事規模を対象とした、実施要領を策定し
試行を開始。
［発注者指定］
土工量5,000m3以上かつ

予定価格50百万円以上
※5プロセス全て実施する必要有
※ICT建機のリース料が高額かつ月単位

［受注者希望］
全工事を対象

 年度別実績

※「その他」は要領対象外工事で受注者からの希望によりICT施工した工事

ICT建機使用による効果
従来の施工

• 2次元測量図を基に
丁張り設置

• 丁張りを目安に重機
オペが操作

• 丁張り設置作業員、
施工時の誘導員が必
要

ICT建機による施工
• 3次元データ作成
• 3次元データをICT建機に
入力し、半自動で施工

• オペはモニターを見て施工
• 掘削面を超えないようICT
建機が制御

• 丁張り、誘導員が不要

工事費の積算

［ICT施工プロセス］
①3次元起工測量
②3次元設計ﾃﾞｰﾀ作成
③ICT建機による施工
④3次元出来形管理等
の施工管理

⑤3次元ﾃﾞｰﾀの納品

ICT建機を使用しなくてもよい。⇒ LightICT
ただし、起工測量及び設計データ作成で得た3次元
データは、当該工事におけるその他の作業に活用し
生産性向上に資することを条件とする。

受注者が現場条件等に応じて生産性向上を
図ることを希望する工種と、ICT活用する施工プロセスを選択。
▷ 3次元設計ﾃﾞｰﾀを活用したワンマン測量
▷ 付帯構造物、法面工等の出来形管理など

３次元活用工事は必要経費を増額変更
 ３次元測量
受注者見積により計上（実費計上）

 小規模ICT施工
受注者見積により計上（実費計上）

 ３次元出来形管理・データ納品
共通仮設費、現場管理費を増額補正工事成績評定の加点

全プロセス＋LightICT実施工事は成績評定で加点評価
創意工夫（新技術等活用）において加点評価 ※LightICTは実施項目数に

応じて按分して加点

令和7年度令和6年度令和5年度令和4年度令和3年度以前（集計）
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44433491424228140252514110272614121301512715道路

88620131376012129301110551109631河川

313027313131211002222148027271215077520砂防

838167142868656300595937220656331322282212106計
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従来の手法

今後検討が
必要な分野

除雪業務
（実施中）

【県と３町による事務の共同処理】
○障害者雇用 ○物品購入
○道路維持 ○除雪 など


